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世帯の状況

就労状況

その他

優先項目

保育の代替手段

兄弟姉妹の状況

項　目 内　容 指数

（２）調整項目採点指数
　

ひとり親家庭
生活保護世帯の就労支援（注5）
生計中心者の失業（注6）
障がい者のいる世帯（注7）
両親が障がい者（前項目と重複して加点しない。）（注7）
当該保育所等に兄弟姉妹が入所中
兄弟姉妹が利用申込中（前項目と重複して加点しない。）
前項目の場合で、申込児童が多胎児（前二項目と重複して加点しない。）
多子家庭（就学前児童3人、18歳未満の児童5人以上）
産後休暇・育児休業明け（復帰月以前から申込をしており、入所前に復帰した場合も加点継続する。）（注8）
育児休業のため認可保育所等を退所し、育児休業明けに再入所を希望する児童（注8）
育児休業の延長を許容（注9）
認可外保育施設に入所中（注10）
入所希望月から12ヶ月以上待機中（注11）
転園希望者（兄弟姉妹が入所中の園を希望する場合又は児童本人が和泉市外の認可保育施設に入所中の場合を除く。）
在籍施設における１号認定から２号認定への認定変更希望者（求職中を除く）
和泉市内の認可保育施設に就労または就労予定である一定の条件を満たす保育士（注12）
保育施設の統廃合や地域開発等の市の施策に伴う転園（注13）

（３）同一点数時の優先項目順位表
　

同一世帯の児童が当該保育所等に入所中の世帯（1号含む）
当該保育所等の希望順位が高い世帯１

２
３
４
５
６

養育している就学前児童の人数が多い世帯
待機期間が長い世帯（入所を辞退する場合、入所希望月は辞退月の翌月以降に変更とし、当初の待機期間は算定しない。）
養育している小学生以下の児童の人数が多い世帯
市民税課税額の低い世帯（未申告の場合、合計額は最高額とみなす。）（注14）

◆留意事項
　  父母それぞれの基本項目採点基準の合算に調整項目採点指数を加減した点数を、利用申込児童の点数とする。父母がいない場合は児童の養育者を保育者と
  する。
　  なお、児童の発達支援のための特別支援児保育を希望する3歳児クラス以上の児童の入所判定については、別途和泉市特定教育･保育施設における特別支援
  児保育実施要綱に定めることとする。

（注１）医師が作成した書類に家庭保育が困難である旨が記載されている場合に適用とする。
（注２）医師が作成した書類に安静を要する旨が記載されている場合に適用とする。
（注３）子ども子育て支援法施行規則第一条の五第七項に規定される学校や教育施設に在学している場合、または公共職業能力開発施設等で職業訓練を受けて
            いる場合に適用可能とする。
（注４）市長が特に必要と認める場合には、関係機関と協議の上、優先度を決定するものとする。
（注５）生活保護世帯の就労支援については、生活保護世帯であるが、就労することにより2～3ヶ月以内に自立すると思われる旨の書類が生活保護を所管する
            部署から提出された場合に加点するものとする。
（注６）生計中心者とは、家計の主宰者のことで概ね世帯主をいい、税の情報、健康保険の加入状況等により事実が確認できた場合に加点する。
（注７）障がい者のいる世帯の加点10点については、複数の障がい者が同世帯にいた場合であっても、一世帯あたり10点までの加点とする。また、両親が障が
            い者の場合の加点20点が付く場合は、障がい者のいる世帯の加点10点は付かないものとする。なお、ひとり親家庭で保護者が障がい者の場合、20点
            の加点とする。
（注８）育児休業のため認可保育所等を退所し、育児休業明けに再入所を希望する児童のみ加点20点となり、左記以外の児童については10点とする。よって、
            兄弟姉妹で加点が異なる場合がある。なお、就労証明書には復帰日の記載を必要とし、入所月の月末までに育児休業を取得した就労先への復帰を前提
            とした加点とする。ただし、母以外の方が出産後2ヶ月後の月末までに育児休業から復帰する場合は対象外とする。
（注９）育児休業に関する減点同意書を提出した場合に減点する。育児休業の減点を撤回する場合は、育児休業に関する減点撤回申立書の提出を必要とする。
            なお、減点を撤回する時期については、減点撤回申立書裏面によるものとする。
（注10） 認可外保育施設とは、保育を行うことを目的とする施設で都道府県や市町村が認可している認可保育所以外の施設のうち、児童福祉法第59条の2第
            1項の規定により都道府県知事等へ届出している施設をいい、認定事由(求職中または育休中を除く)での理由に限り、月極契約で利用し、その利用証明
            として市が指定する様式の認可外保育施設利用証明書を提出した場合に加点するものとする。
 （注11） 入所を辞退する場合、入所希望月は辞退月の翌月以降に変更とし、当初の待機期間は算定しない。また、育児休業に関する減点同意書を提出した場合
            には、減点撤回申立書の提出により改めて選考を開始した月を入所希望月とし、待機期間を算定する。
 （注12） 待機児童解消対策として、令和元年度より和泉市内の認可保育施設に就労または就労予定の保育士等について、一定の条件を満たした場合は優先的に
            入所調整を行う。ただし、児童が利用開始した月より就労を開始しない場合は、その月末をもって利用を解除する。
 （注13） 保育施設の統廃合については、令和3年9月1日時点で和泉保育園に入所中の児童が当該園より転園を希望する場合に適用する。なお、該当する在園児
　　　　が当該園に入所中の期間については、その兄弟姉妹が新規入所を希望する場合、当該園に限らず「当該保育所等に兄弟姉妹が入所中」の10点を加点す
　　　　る。また、地域開発等の市の施策による転園の場合、関係課からの「市の施策による転園等に係る優先選考依頼書」の提出を必要とする。
 （注14） 課税額の算出方法については保育料の算出時と同様とし、父母の合計収入が103万円に満たない場合で、年収300万円を超える祖父母等が同居（別世
             帯含む）している場合は、最多収入者の課税額と合算し、算出する。ただし、前述の祖父母等が父母または児童を税の扶養に取っている場合は、父母
             の合計収入が103万円以上であっても、課税額を合算して算出する。












